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共同不法行為と連帯責任制*
中　島　　巌
序
環境汚染に関する経済学的関心は,伝統的に,排出税(emission tax)
や取引可能排出許可(marketable emission permits)といった立法的な
いし規制的政策手段に訴えるものがその中心であった｡しかるに,ある情
況においては,司法機関の決定を通じた責任法の適用が有効な政策手段た
り得る｡
しかるに,司法決定の是非は,以下の3つの要因に決定的に依存する｡
すなわち,司法機関が利用し得る情報,損害の法定賠償額に対する加害者
の支払い能力,そして,司法機関が決定に際して拠って立つ法理がそれで
ある｡そうした法理の一つとして,環境汚染からの損害賠償の資金調達の
一手段としての連帯責任制(joint and several liability)がある｡
多様な文脈の中で,コモン･ロー(commonlaw)において久しく適用
されてきた連帯責任制は,環境問題に対しても重要な役割を演じ始めてい
る｡ (例えば,有害物質(toxic substances)の場合への適周の分析例と
して, Tietenberg [16]参照｡)そこでは,司法機関が,政府に潜在的な
責任当事者を訴追することを容認するまでに至っている｡とりわけ,裁量
ベースだけでは責任を責任当事者間に配分し得ない分割不能性(indivisi-
辛)本稿における連帯責任制は､特定の現行の法制を反映したものではないこ
とを予め断っておく｡
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bility)が支配するところ-の適用がその口火を切ることとなった｡
かかる分割不能性を特徴とする不法行為に共同不法行為(joint torts)
がある｡しかるに,共同不法行為に関して必ずしも統一的,整合的定義が
下されて来たとは言えない｡ (例えば,古くは, Peaslee [11],その後の
Hart-Honore [1]参照｡)その一方で,近年,効率性の観点から最も望
ましい不法行為法のあり方をめぐる経済分析が試みられている｡ (例えば,
Shavell [15], Landes-Posner [8], Kornhauser-Revesz [4]等参照｡
また,複数原因事故における責任配分の問題について, Kaye-Aickin
[3], Kruskal [5]等参照｡支払不能性(insolvency)に関して, Korn-
hauser-Revesz, op.cit" Landes [7]等参照.)
Miceli-Segerson [10]は,共同不法行為-の連帯責任制の適用を二
人ゲームの問題として定式化し,そこでのNash均衡が効率性基準を満た
し得る可能性を示唆した｡前掲のTietenberg, op.cit.,は,有害物質の排
出をめぐる共同不法行為の文脈の中で,過失責任制(negligence),厳格
責任制(strict liability),そして連帯責任制のそれぞれの下での環境改善
のための防止行為(precaution)の効率性を検討した｡前者においては,
一方で効用を,他方で社会的費用を生む活動(activities)のタームでの
社会的厚生の最大化の問題として定式化され,後者においては,環境改善
の防止水準のタームでの社会的費用の最小化の問題として定式化された｡
本稿における我々の目的は,産出量と防止水準の両方を選択する加害企
業と被害者の間の危険分担と加害企業間の危険配分の効率性を損害額に不
確実性が作用する情況の下で検討することにある｡
次節では,共同不法行為を成す加害企業と被害者の間の危険分担のあり
方を,まず,責任ルールの下で,次いで,規制(regulation)をも併用す
る情況の下で検討する｡第2節では,共同不法行為に対して連帯責任制が
適周される情況において,まず,危険中立的な加害企業間でのNash均衡
のあり方とその効率性を検討し,次いで,独占的競争市場を想定し,加害
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企業の参入の自由が許されるところでの参入企業数の効率性が検討される｡
なお,本稿は最終稿ではない｡
第1節　共同不法行為と危険分担
1.責任ルールと危険分担
本節では,複数の加害企業が構成する共同不法行為がもたらし得る損害
危険に関する加害企業と被害者の間の分担のあり方を検討する｡
本項では,加害企業がもたらす損害額に対し填補責任が課せられるとこ
1)
ろでの両当事者間における危険分担のあり方を検討する｡
さて, 1種類の生産物を生産する同質(identical)なn個の企業群の
生産過程が損害をも結合生産し,共同不法行為を構成するものとする｡こ
のとき,被害者が被むる損害額は,一方で企業群の総産出量とともに増加
し,他方で企業群が損害額低減のために費やす｢防止努力｣ (以下,単に
｢防止｣ (precaution)と呼ぶ｡)の総水準とともに減少していくものとする｡
さらに,損害額は,例えば,気象,天候などの外的な不確定要因に依存す
るものとする｡不確定要因はS個の｢状況｣ (state of nature)毎に異な
る値をとる確率変数で表わされ,損害額に乗法的に作用するものとする｡
まず,企業群の産出量1単位当たりの｢状況｣毎の損害額は
Dk-akd(nx), k-1,･･･,S.　　　　　　　　　　　　　　(1)
で表わされるものとする｡ただし, ahは｢状況｣ kEこおいて作用する不
確定要因を表わす確率変数であり, a.-0,すなわち｢状況｣ゼロにおい
ては損害が発生しないものとする｡また, ∬は,産出量1単位当たりの支
出額で測った防止水準を表わし, ∂′<0, ∂′′>0と仮定される｡
次に,上の｢状況｣ kの発生確率は,企業群の防止水準に依存し
7rk-7rk(nx), k-0,1,･･･, S. (2)
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で表わされるものとする｡ただし, A-0に対してHo′>0, k-1,･･･,Sに対
して7Tk′<0と仮定される｡
さて,加害企業は,被害者が被むる損害額に対して損害填補責任を負う
ものとし, ｢状況｣ k (k-1,･･･,S)において産出量1単位当たりmkの移
転が義務づけられるものとする.したがって,加害企業の｢状況｣ kCこお
ける利潤は
1Ik-b･y-(C+I)y-mky-K, k-0,1,･･･,S.　　　　　(3)
で表わされる.ただし, Cは生産物価格, yは産出量, Cは産出量1単位
当たりの生産費用であり, Kはセットアップ･コスト(setup costs)を
表わす｡このとき,加害企業の期待効用は
S
E[V]-∑7rk(nx) V(p･y-(C+I)y-mky-K)
(..=0
(4)
で表わされる｡ただし, Ⅴ(弓は, Yon Neumann-Morgenstern効用函
数である｡
いま,生産物の給産出量が過不足なく捻需要量に一致するように価格が
決定されていくものとする｡生産物の需要者たる被害者は, ｢状況｣ノ‖こ
おいて被むる損害に対し,消費量1単位当たりmk (A-1,･･･,S)の損害
填補に相当する移転を加害企業から受けるものとする｡かかる責任ルール
の下での代表的被害者(以下,単に, ｢被害者｣と呼ぶ｡)の期待効用は
∫
E[U]- ∑7rk(nx) U(W-9･ny-ahd(nx)ny+mh･ny)　(5)
h=0
で表わされるo　ただし, Wは初期所得額であり, U(･)はVonNeumann
-Morgenstern効用函数である｡
以上の想定の下で,危険分担に関する最善解(first-best solution)を
求めよう｡
最善解は,問題
max ElU]
3,y,(mk)
S.i. E[V]-V (6)
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の解で与えられる｡ただし,戸は,加害企業が他の経済機会で実現可能な
効用水準,すなわち留保効用(reservation utility)の水準を表わす｡
しかるに,ここでは,加害企業と被害者の間の危険分担のあり方のみに
関心を限定し,上の問題を解く損害填補が満たすべき条件を導こう｡
上の問題から,直ちにLagrange函数
S
¢- ∑2Th(nx) U(W-9･ny-akd(nx) ny+mh･ny)
h=0
十^(nLa.wk(nr)V(如-(C･X)y--hy-K)]) (7)
がしたがう｡ただし, ′‖ま,加害企業の留保効用に関わるLagrange乗数
である｡
最適な損害填補mk*が満たすべき1階条件
7rh(nx) U'( Yk) ny
-An[7rk(nx) V'(Ilk) y] -0
or舘-^･ k-1,･･･,S･
がしたがうo　ただし, YTk-W-9･ny-akd(nx)ny+mh･nyであり, 17h
-b･y-(C+I)y-K-mkyである.
(9)式の表現は,標準的な｢最適危険分担ルール｣ (optimal risk shar-
3)
ing rule)のそれに一致する｡
ところで,もし, mkが｢状況｣に依存しない,すなわち, mh-ml-m
(k,l-1,-,S;k≠l)がしたがうならば,加害企業は｢状況｣に依存しな
い填補椛を事前(ex ante)に移転すればよく,したがって,事後的填補
責任(ex post liability)から免ぜられることになる.逆に, mkが｢状
況｣ kCこ依存するならば,事後(ex post)の損害実額に対する何がしか
の填補責任に直面しなければならない｡
さて,上の(9)式の最適危険分担ルールにおいて,まず,加害企業が危
険中立的(risk neutral)であり,被害者が危険回避的(risk averse)で
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あるならばV'(1Ih)は｢状況｣を通じて一定となるから,損害額と填補額
の差が｢状況｣から独立となり,例えば,ある定数Zに対し
m芳-akd(nx) +Z　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(10)
なる填補スキームがしたがわなければならない｡かかる填補スキームは,
∂mk*/∂Dh-1を満たす完全填補責任(full liability)のそれに対応する.
しかるに,加害企業が危険中立者となり得るのは,生産活動全体に比して
潜在的な填補責任額が相対的に少額にとどまる場合であるとみなし得る｡
次に,加害企業が危険回避的であり,被害者が危険中立的であるならば
U'(Yk)が｢状況｣を通じて一定となり, (9)式からm霊もまた｢状況｣を
通じて一定となるから,加害企業は事後的填補責任から免ぜられ,填補は
事前に実行に移されることになる｡しかるに,被害者が危険中立的になり
得るのは,公的補償スキームを通じて危険が多人数の間に分散し得る場合
であるとみなし得る｡
最後に,加害企業,被害者が共に危険回避的であるならば,完全填補責
任もゼロ填補責任も(9)式と矛盾し最適危険分担ルールとはなり得ない｡
言い換えれば,危険を両当事者間で分担し合う部分填補責任(partial lia-
bility)が最適危険分担ルールとなる｡例えば,填補スキームが,定数β,
Zに対して
mk*-β･αkd(nx) +Z　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ll)
を満たす比例填補責任(proportional liability)の形をとるとき,最適な
危険分担が実現し得る｡しかるに,かかる比例的填補責任は,効用函数U,
Vが共に二次函数(quadratic)となる特殊ケースにおいて妥当するもの
の,一般的な函数形に対しては妥当し得ない.
ところで,上で導かれた最善解としての危険分担ルールは,その適用に
際しては,社会的最適水準を満たす防止水準を企業に選択させることを予
定している｡しかるに,現実には,加害企業は,むしろ自らの期待効周を
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最大化すべく防止水準を選択してしまうであろう｡したがって,企業の防
止水準を社会的最適なそれに導くべく損害填補スキームを通じて誘因づけ
ていく必要性が生ずる｡
そこでの問題は,加害企業に防止水準の決定の自由を認める追加的制約
の下で被害者の期待効用を最大化すべく防止水準と損害填補スキームを選
択する次善(second-best)のそれとなる｡すなわち,問題は
max ElU]
X,y,(mk)
S.i. E[V]-F
El Vx] -0　　　　　　　　　　　　　　　　(12)
で表わされる.制約条件E[Vx]-0は,企業の期待効周を最大化する防止
水準が満たすべき1階条件を表わし,
S                     S
∑ 7rk'(nx) nV(1Ik) - ∑ 7Th(nx) V'(Ilk) y-0
h=O h=0
4)
で与えられる｡
直ちに, Lagrange函数
S
¢- ∑7Tk(nr) U(W-b･ny-akd(nx) ny+mkny)
k=0
･^(nLg.Hk(nx) V(9･y- (C+I)y-K--hy)])
･p(nl畠Hk,(nx) nV(b･y- (cb)y-K--hy)
S
-∑7Tk(nx) V'(p･y- (C+I)y-K-mhy)y
k=0
3円部
]) (14)
がしたがう.ただし, ),FLは,それぞれ企業の留保効用,防止水準が満た
すべき1階条件に関わるLagrange乗数である｡
最適な損害填補が満たすべき1階条件
7rk(nx) U'( Yh) -)7rk(nx) V′(1Ik)
-FL[n7Th'(nx) V′(1Ik) - 7rh (nx) V′′(1Ik) y] -0
or a-^･pln#-#y]･ k-1･････S･
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がしたがう｡
(16)式の右辺第2項は,企業に社会的最適防止水準の選択を促すための
誘因を表わす誘因項である｡最善解が満たすべき(9)式におけるそれと相
違して, (16)式の右辺は,所与の産出量yの下においても定数とはなり
得ず｢状況｣毎に誘因項が異なる値をとり,したがって,最適危険分担ル
ールのあり方も異なったものとなる｡
しかるに,加害企業が危険中立的であれば, V〝(1Ik)-0となり,また,
1階条件に関わる制約が非拘束的となり〃-0がしたがい,したがって,
(16)式が導く最適危険分担ルールは最善解としてのそれ((9)式)に一致す
る｡このとき,すべての危険は,事後の完全填補責任の適用を通して加害
企業の負担に帰せられることになる｡
加害企業が危険回避的であれば,事後の完全填補責任もゼロ填補責任も
効率的な責任ルールとはなり得ないo　すなわち, ∂mh/∂Dkキ0, ∂mh/∂Dk
キ1から, ｢状況｣ kから独立の定数Zに対して, mkキZとなり,ゼロ填
補責任は最適となり得ず,また, mkキDk+Zとなり完全填補責任も最適
とはなり得ないからである｡このとき,加害企業と被害者が危険を分担し
合う部分責任ルールの適用が要請されてくる｡
2.観察不能防止と危険分担ルール
本項では,加害企業が観察可能な防止と観察不能なそれとを併用する情
況の下での損害危険の加害企業と被害者の間での分担のあり方を検討する｡
規制(regulation)が政策として適用されるためには,当局にとって対
象となる変量が観察可能でなければならない｡観察不能で規制を適用し得
ない変量に対しては,何らかの誘因スキームの適用が要請されてくる｡
かかる情況において, 3通りの政策が選択可能となる｡第1は,最善解
に拠るものである｡そこでは,企業に効率的な防止水準の選択を促がすた
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めの誘因を考慮する必要がなく,問題は,専ら最適危険分担のみを問うそ
れとなる｡第2は,企業の行動に対しては何ら規制を適用せず,事後の実
損額に対しての事後的填補責任のみの適用を図るも､のであり,したがって,
危険分担に加えて責任ルールの誘因効果も重要となり,さらに,責任ルー
ルの効率的形態のあり方が問われることになる｡第3は,観察可能な防止
に対しては規制を適用する規制と責任ルールの併用を図るものである.
まず,観察可能な防止と観察不能なそれと損害額,状況発生確率との関
係を規定し直しておこう｡
いま, ｢状況｣毎における産出量1単位当たりの損害額が観察可能な防
止額∬と観察不能なそれαとに依存し,産出量1単位当たりの｢状況｣毎
の損害額が
Dh-akd(nx, na), k-0, 1, -, S.　　　　　　　　　　　(17)
と表現し直されるものとする｡ただし, a0-0であり, dx<0, dxx>0, da
<0, daa>0と仮定される.同様に,状況発生確率も
7Tk-7rk(nx, na), k-0, 1, -, S.　　　　　　　　　　　　(18)
と表現し直される｡ただし, 7rxO>, 7raO>0, 7Txk<0, 7rak<0, (k-1,･･･,S)
と仮定される｡
以上の想定の下で,まず最善解としての最適危険分担ルールを導こう｡
被害者の期待効用は
S
E[U] - ∑ 7Tk(nx, na) U(W-pny-αkd(nx, na) ny+mkny) (19)
h=0
で表わされ,他方,加害企業の期待効用は
S
E[V]-∑7Tk(nx, na) V(p･y-(C十X十a)y一mky)
k=0
で表わされる｡
最善解は,問題
max ElU]
X,a,y,(mk)
S.i. E[V]-V
帥
過日唱
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の解で与えられる｡
直ちに, Lagrange函数
S
¢-∑7lh(nx, na) U(WID･ny-αhd(nx, na)ny+mh･ny)
k=0
･^(nLaHh(nx,na) V(b･y-(C･X･a)y--hy)]) (22)
がしたがい,最適な損害填補額m言が満たすべき1階条件
貿款-A, A-1･ ･･･,S･　　　　　　(23)
がしたがう｡ただし, Yh-W-p･ny-ahd(nx,na)ny+mh･ny, 1Ik-かy
-(C+I+a)y-mhyである｡
(23)式の最適危険分担ルールは,前項の(9)式のそれに対応し,加害企
業と被害者の危険に対する態度の如何に応じて填補責任のあり方が異なっ
てくる点に関しても,そこでの議論がそのまま妥当する｡
加害企業が危険中立的で被害者が危険回避的であるところでの填補スキ
ームは,例えば,ある定数Zに対して,前項の(10)式のそれに対応する｡
m去-αkd(nx, na) +Z　　　　　　　　　　　　　　　　　　(24)
なる完全填補責任とならなければならない｡また,加害企業,被害者が共
に危険回避的であるならば,損害額を両当事者間で分担し合う部分填補責
任が最適ルールとなり,例えば,填補スキームが定数β, Zに対して,前項の
(ll)式に対応する
m言-β･αhd(nx, na) +a
なる比例的填補責任とならなければならない｡
鍋
次に,加害企業に観察可能な防止と観察不能な防止の水準を企業の選択
に委ね,その選択がもたらす事後の実損額に対して事後の填補責任を負わ
せる情況を想定しよう｡
このとき,問題
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max ElU]
X,a,y,(mk)
S.i. E[V]-∇
ElVx]-0
El Va] -0　　　　　　　　　　　　　　　　(26)
の解は,次善解を与える｡ただし, E[Vx]-0は,企業の期待効用を最大
化する観察可能な防止水準が満たすべき1階条件であり,
S                         S
∑ 7lxk(nx, na) nv(1Ik) - ∑ 2Th(nx, na) V′(1Ih)y-0
k=O h=0
研
で与えられ,また, ElVa]-0は,同じく観察不能な防止水準が満たすベ
き1階条件であり,
S                         S
∑ 7Tak(nx, na) nv(1Ih) - ∑ 7Tk(nx, na) V′(1Ih)a-0
h=O h=0
で与えられる｡
以上から, Lagrange函数
S
¢-∑jlk(nx, na) U(W-b･ny-akd(nx, na)ny+mhny)
h=0
･^(nLaHh(nx, na) V(如- (C+X･a)a--hy)])
･pinLaoHxk(nx, na) nv(b･y- (C･X･a)y--hy)]
一点Hh(nx, na) nV′(ply- (C･X･a)y--hy)y]
･EinLa.Hah(nx, na)nv(b･y- (C･X･a)y--hy)]
一畠Hk(nx, na)nV,(如一山X･a)y--ky)y])
施到
鍋
がしたがう.ただし, ),jL,Eは,それぞれ,企業の留保効用,観察可能
な防止の1階条件,観察不能な防止の1階条件に関するLagrange乗数で
ある｡
最通な損害填補m妄が満たすべき1階条件
舘- ^･ pln HHXhh ((Six,･ nnaa))一苛穿y]
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･ Eln HHakh((器,, nnaa))一苛穿y]
-)+ n[p7Txk(nr, na) +E7rah (nx, na) ]/7rk (nx, na)
-(p･E)苛穿y, k-i,･p･,S･帥
がしたがう｡
加害企業に観察可能な防止と観察不能な防止の両方に対し社会的最適水
準の選択を促すための誘因項が必要とされる｡ (30)式において,所与の産
出量y,企業数nの下で,誘因項が｢状況｣毎に異なった値をとり,し
たがって,最適責任ルールが異なったものになることが示唆される｡
しかるに,加害企業が危険中立的であるときV"(1Ih)-0となり,さら
に,最通解においてFL-E-0がしたがい, (30)式の最適危険分･担ルールは,
最善解としてのそれに帰着する｡このとき,問題は最険分担のそれだけと
なり,すべての危険が事後の完全填補責任の適用を通じて加害企業の負担
に帰せられることになる｡
もし,加害企業が危険回避的であれば,事後の完全填補責任もゼロ填補
責任も最適ではなくなり,加害企業と被害者の間で危険を分担し合う部分
責任の適用が要請されてくる｡
最後に,加害企業の観察不能な防止水準は企業の選択に委ねられる半面,
観察可能なそれが規制の対象となり,加害企業の自由な選択が許されない
情況を想定しよう｡問題は
max ElU]
エ,a,y,(m々)
S.i. E[V]エア
ElVa]-0
で表わされる｡
直ちに, Lagrange函数
S
¢- ∑7rk(nx, na) U(W-p･ny-αkd(nx, na) ny+mh･ny)
Je=0 ])
抑
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･^(nl畠Hk(-, na) V(b･y-(C+I+a)y--hy)])
･E(n[k*owah(nx, na) nv(-- (C･X･a)y--ky)]
一畠Hk(-, na)nV,(p･y-(C+I+a)y--hy)y])銅
がしたがう｡
最適な損害填補額m吉が満たすべき1階条件
貿款-^･Eln寛恕窓一葉掛], A-1,･･･,S･ 03)
がしたがう｡
(30)式と(33)式の比較から,観察可能な防止水準の規制が可能ならば,
事後の責任ルールの単独適用は規制と責任の併用に勝るものではないこと
が示唆される｡制約条件の追加によって目的函数の最大値の値が増すとい
うことはないから, (33)式を満たす日的函数E[U]の最大値が(30)式を
満たすそれより小さくなることはなく,規制と責任ルールの併用に事後の
責任ルールの単独適用が勝ることはないと結論される｡
しかるに,加害企業が危険中立であれば,事後の完全填補責任は,規制
が併用されるかされないかに関らず同一水準の社会的厚生をもたらすこと
が容易に確かめられる｡
1)環境問題における1加害者と1被害者の間の危険分担の議論として, Segerson
[14]参照｡本節で用いられる手続きの多くを負う｡
2)利潤からの期待効用の使周は,支払い不能性の回避のためである｡
3)例えば, Holmstrom [2]参照｡
4)かかる定式化は, ｢一階条件接近法｣ (first-order condition approach)と呼ばれ
る｡例えば, Rogerson [12]参照｡また,同接近法の限界については, Laffont
[6] (Chap.ll)参照｡
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第2節　共同不法行為と連帯責任制
1.連帯責任制
本節では,企業群の共同不法行為がもたらす損害に対して,加害者たる
企業に連帯責任制が適用される情況の下での危険配分の効率性のあり方を
検討する｡
本項では,危険中立的な加害企業に対して連帯責任制が適用される情況
5)
における企業間のNash均衡のあり方を検討する｡
前節において,損害発生危険の分担に際して,加害企業と被害者の間に
おける最適危険分担ルールのあり方が当事者の危険に対する態度の如何に
よって影響されることをみた｡とりわけ,加害企業が危険中立的であると
き,損害発生危険は,すべて加害企業側が負担することが確認された｡本
節では,危険分担の問題を捨象すべく危険中立的加害企業を想定すること
によって被害者を陽表的に扱わないことにする｡
前節においては,同質のn個の加害企業に対し,均等な1/nの損害分
担率が振り当てられた形の厳格責任制(strict liability)の適用が暗に想
定されていた｡しかるに,連帯責任制は,潜在的加害企業に対し共同不法
行為への関与の度合いの如何に関らず事後の損害の金額に対する潜在的な
填補責任を課すものである｡かかる連帯責任制の適用の背景には,複数の
当事者の独立した行為が複合,一体化し,個々の原因に分割し得ない結果
の現出の顕在化があることは言うまでもない｡そこでの分割不能性(in-
divisibility)は,裁量だけでは責任を当事者間に按分し得ない困難さを含
んでいる｡共同不法行為は,かかる困難さを秘めた法行為なのである｡
一方で,かかる連帯責任制に対する批判も根強いものがある｡連帯責任
制の下では,損害に対してほんの僅かしか関与していないにも関らず,損
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害に対して全責任を背負い込まされる可能性があり,それは公正(faimess)
の侵害に連がるというのが,その根拠である｡かかる不公正に対処する1
つの方法が,寄与権(right of contribution)の承認である｡有責とされ
た加害企業に対し,既に支払った損害金額に相当する填補額の一部を他の
6)
共同不法行為者から寄与を通じて回復し得る余地を認めるものである0
さて,加害企業と被害者の間の危険分担の問題を捨象すべく,加害企業
は危険中立的であるものとする.このとき,社会的厚生は,加害企業の粗
利潤から共同不法行為による結合費用としての社会的費用たる損害額を減
じた値として定義し直される｡すなわち,社会的厚生は,
W'y, X'-lellpwj- (scj･xj) yj-Kj]
- ∑7Tk(I)akd(I)y
h=O
n           72
で与えられる.ただし, I-∑xj, y-∑yjである.
j=l i-1
糾
社会的厚生を最大化する産出量,防止水準が満たすべき1階条件は,そ
れぞれ
S
9- (cj+xj) - ∑7rh(I)akd(I) -0
k=0
S
-yj- ∑ [7rk′(I) ahd(I)y+7rh(I) akd′(I) y
h=O
+7rk(I)akd(I)]-0, i-1,･･･, n.
鍋
伽)
で表わされ, (35), (36)式を満たす産出量,防止水準の組((y^,F), (X^,F))
は,最善解を与える.ただし, (y,F)-(yl*, -, yn*), (ガ)-(xl*, ･･･, Xn*)
である｡
ここで,限界的加害企業jを考えよう｡企業jが参入する以前に既存の
企業が選択した最適解を(y^_i) - (51, -, y^j_1, gj.1, -, 5n), (X^_j) - (X^1,
･･･,X^j_I,aj.1,･･･,X^n)で表わそう.いま,企業jが参入することによって
既存の企業にもたらす期待損害の増加分と収入の増加分ないし減少分を合
計した値を企業jの期待責任(expectedliability)と定義しよう｡すなわ
ち,
128
S
Lj(xj, I_i, yj, y_j) - ∑ [7rk(xJ) ahd(xJ) yj
k=O
- 7Th (X_i) ahd (I_i) y_j]
十字[ui(I-i, y-i) -ui(xj, yJ)]　(37)
がしたがう｡ただし, xj-(xl,･･･,Xj,･･･,Xn), yj-(yl,･･･,yj,･･･,yn)であ
7)
る. ui(.,.)は,損害填補前の粗利潤であるo
いま,加害企業jが有責であるとして,上の期待責任を負担しなければ
ならないものとするo　このとき,企業jの問題は
max p･yj- (cj十xj) yj-Lj(xj, X^_i, yj, 5-i)
yJ',.rj
囲
で与えられる｡
直ちに,最適な産出量,防止水準が満たすべき1階条件は,それぞれ
S
か- (cj+xj) - ∑ irk(X^J) akd(X^J) -0
h=0
S
-yj- ∑ [7rk'(X^') akd(X^') y"'+7Tk (X^J) akd'(X^J) y^j
h=0
+2Tk(X^j)akd(烹J)], i-1, -, n.
8)
で与えられるo組((yl, (X^'))は, Nash均衡を与える.
朗)
細
(39), (40)式は,もし,各加害企業が実損の全額に固定額をプラスない
しマイナスする額に対して有責とされるとき,補整的な限界的誘因が作用
し,もし,限界的企業j以外の企業が最適解を選択しているならば,企業
jも最適解を選択する,すなわち, (X_i)-(X^-i)ならばxj-おがしたが
い, (y_j)-(y^_j)ならばyj-y^jがしたがい,さらに, (35),(36)式から
(I-_j)-(I_,!)ならばX^j-ガがしたがい, (y^_i)-(y-j*)ならばy^j-yj*
がしたがう｡
ところで,上の期待責任は,事後の実損額の函数として定義し直すこと
ができる｡すなわち,
S
Lj(xj, I_j, yj, y_j) - ∑ PTk(I) Ojahd(I) y
I:=0
+写[ui(xj, y-j) -ui(xj, yj) ]　　(41)
がしたがう｡ただし,
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S
8,= gOWk'伽kd 'X,'yj-畠qk (I-j'αkd 'X-j) y-i∫
∑ 2Tk(xJ) αhd(♂) yj
Lz=0
≦ 1　　　(42)
7Z
である.ここで,実損額が加害企業の填補額に一致するためには, ∑ej-
9)
1でなければならない｡
j=1
さて,上の共同不法行為に対して連帯責任制が適用されるものとしよう｡
まず,寄与なし連帯責任制の下では,有責とされたときには損害に対す
る完全填補責任を負わなければならない.確率qjで,加害企業jが有責
になるものとすると,企業jの問題は
S
max b･yj- (cj+xj)yj- ∑ 7Th(X^J) qjakd(XAJ) gj
yj,.rj k-0
で表わされる｡
鋸E
次に,寄与が認められる連帯責任制の下では,有責とされても填補額の
一部は他の共同不法行為者から寄与を通じて回収し得ることになる｡寄与
を通じた回収がなされた後に企業jが支払わなければならない負担率をrj
とすれば,企業jの問題は,
S
max b･yj- (cj+xj)yj- ∑ 7rh(BJ) [qjrjakd(X^J) y"'
yj,I)I                 A -O
+ (1- qj) rjakd (X^J) y"']　　　(44)
で表わされる.しかるに, qjrj+(1-qj)rj-rjより,上の問題は,
S
max p･yj- (cj+xj) yj- ∑ 7rk (X^J) rjahd (X^j) y"'　　　　　(45)
yj,XJ･　　　　　　　　　　　　　　　k -0
と表現し直される｡
(43),(45)式から, qj-rjがしたがうとき,そしてその限りにおいて,
寄与なし連帯責任制と寄与付き連帯責任制は同値となる.さらに, qj-rj
-Ojがしたがうとき, (43), (45)式の問題の解は最善解を与えることが示
唆される｡すなわち,連帯責任制の下で実現するNash均衡が社会的効率
を達成する最善解たり得ることになる｡
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2.独占的競争市場と自由参入
本項では,加害企業の参入ないし退出の自由が認められる独占的競争市
場において,加害企業に対して連帯責任制の適用がなされる情況の下での
市場における企業数のあり方を検討する｡
さて,加害企業と被害者の間の危険分担の問題を捨象するために,再び
加害企業は危険中立的であるものとする｡さらに,既に市場に在る企業も
参入の可能性のある潜在的企業も,同質かつ対称的であるものとする｡こ
のとき,ある代表的企業にとってある特定の行動が有利であるならば,そ
れと同じ行動をとることが他のすべての企業にとっても有利であるから,
すべての企業が同時に利潤最大化を図るべ(代表的企業が産出量,防止水
準を変更するときには,他のすべての企業も同一の変更するであろう｡
ここで,簡単のために連帯責任制は寄与を認めるそれであり,したがっ
て,各企業は既知の負担率を適周されるものとし,同質,対称的な加害企
業に対し負担率γ(〟)-1/Ⅳと設定されるものとする｡
いま,市場での捻産出量をyとすれば逆市場需要函数(inverse market
demand function) p(Y)がしたがうものとする｡このとき,すべてのY
に対してP'(Y)<0と仮定される｡このとき,参入済みの企業は,独占的
競争者として行動する参入後ゲーム(postentry game)を展開するとみ
なすことができる｡
参入済み企業数Ⅳを所与とするとき,各企業の期待利潤は
E[1IN] -P(NyN)yN- (C+xN) yN-K
S
- ∑ 7Tk(NxN) akd(NxN) yN
k=0
鍋
で表わされる｡ただし, Hは,参入時のセットアップ･コストである｡
所与のⅣの下での参入済み加害企業の最適産出量,防止水準が満たすべ
き1階条件は,それぞれ
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p'(NyN) yN-P(NyN) - (C+xN)
S
- ∑ 7rk(NxN) akd(NxN) -0
/I-0
齢
1+[ゑwk′(NxN) akd(NxN) +畠nh(NxN) akd,(NxN)]N-0 (48)
で表わされる. (47), (48)式を満たす組(y^N,X^N)は,加害企業の均衡解
を与える｡
しかるに, (47)式ないし(48)式から均衡解(y^N, X^N)において∂2E[1IN]/
∂yN∂£N-0がしたがい,少くとも均衡の近傍においてyNとxNは連動しな
いことが示唆されるo Lたがって, ∂2E[1IN]/∂yk<0, ∂2E[1IN]/∂X克くo
が満たされれば,問題なく2階条件は満たされる｡上の均衡で評価された
均衡期待利潤ないし間接期待利潤をE[HN] -maXE[1IN(yN, XN)]で表わ
yN,XN
そう｡また,所与の企業数Ⅳの下での社会的厚生は
W(N) -I"y"b(e) de-N(C･xN) yN-NK
S
- ∑ 7Tk(NxN) αkd(NxN) yN
h=0
で表わされる｡
10)
ここで,次の3つの仮定を設けよう｡すなわち,
(A-1)　Ⅳ>〃′なるすべてのⅣに対して
NyN>N′yN′　and limNyN-12<∞
.〟-∝〉
(A-2)　N>N′なるすべてのNに対して
yN<yN,
(A-3)　すべてのⅣに対して
S
p(NyN)yN- (C+xN) - ≡ 7Tk(NxN) ahd(NxN) ≧O
Lt=0
である｡
BEE
伽)
机
冠鑑
仮定(A-1)は,参入後ゲームの均衡稔産出量が参入企業数の増加とと
もに増加し,ある有界点に接近することを意味している｡仮定(A-2)は,
企業当たりの産出量が参入企業数の増加とともに減少することを意味する｡
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かかる効果は,先ずSeade [13]によって指摘され, Mankiw-Ⅵminston
[9]によって｢窃取効果｣ (business-stealing effect)と名づけられたo
新規参入が生じたとき,既存の企業の均衡戟略的な対応が,自らの産出量
ないし販売量の減少化であることになる｡仮定(A-3)は,参入企業数が
いかなる大きさでも,均衡価格が限界費用を下回らないことを意味してい
る｡
さて,上の社会的厚生が参入企業数Ⅳの変化につれていかに変化するか
をみてみよう｡直ちに,
W,(N) -p(NyN)(yN･噛)- (C+xN)yN-N(C･xN)普
-NyN普一点[Hk,(NxN) (xN ･N%)αkd (NxN) yN
- K･Hk (NxN) akd, (NxN) (xN I N%)yN
･ Hk(NxN) akd (NxN) %]
S
-E[HN] + ∑ 7rk (NxN) akd(NxN) yN
k=0
･Nlb(NyN) - (C･xN上島Hk (NxN) akd(NxN)去]普
-NyN[1十島[Hk, (NxN) akd (NxN)
+ 7Th (NxN) αkd'(NxN)
一畠[Hk′ (NxN) akd (NxN) + qk (NxN) akd, (NxN) ]yNXN
銅
がしたがう｡
ここで,上の社会的厚生の変化を均衡点(gN,烹N)を与える均衡企業数
府で評価しよう｡
市場への自由参入均衡企業数は,期待利潤ゼロの条件
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E[1IN^] -0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(54)
を満たさなければならず,また, (47),(48)式が満たされることを考慮す
れば, (53)式から
W,(N) -Nlp(NyN) - (C･xN) -畠Hk (NxN) αhd (NyN)去]禽
･ [畠H(NxN) ahd (NxN) +おN]yN- (N-1) yN普
鍋
がしたがう｡
(55)式の右辺第1項は,仮定A-2, A-3より直ちに負の符号を取り,第
2項は正の符号を取る｡
ところで,共同不法行為も存在せず損害発生もなく,したがって,連帯
責任を負うことも防止行為を行なうことも必要のないところでは,直ちに,
W'(香)<oとなり, W′(N*)-0を満たすN*に対してN*<舟なる関係が
したがう. Mankiw-Whinston, op.cit.,の過剰参入の場合である.新規
参入企業の利得が参入にともなう既存企業の産出量の減少,利潤の減少に
由来するものであり,潜在的企業にとって新規参入が魅力的に映ることか
ら過剰参入がもたらされるとされる｡新規参入企業が既存の企業の利潤を
盗み取るかのごとくであり, ｢窃取効果｣との命名は言え得て妙である｡
しかるに,一度損害発生の危険が生じ,損害に対して連帯責任を負わさ
れる情況になると,防止行為-の支出が現実化し,上の｢窃取効果｣を緩
和すべく逆方向の効果が作用し始める｡右辺第2項が意味するところであ
る｡さらに,新規参入にともなって防止行為への支出が減少するならば,
その限りにおいて,参入は既存の企業を利することになり,参入の魅力は
失われていく｡逆に,防止行為-の支出が増加するならば,その限りにお
いて,参入が既存企業から利する｢窃取効果｣が作用し,参入が促がされ
ていく｡以上は,右辺第3項が意味するところである｡
134
/＼
Ⅳ*　　Ⅳ
図-1-(a)
いま, axN/∂N<0と仮定するとき,右辺第2項と第3項の和がもたら
す防止支出の参入阻止効果を｢恵与効果｣ (giveaway effect)と呼んでお
くことにする｡ (55)式において, ｢窃取効果｣が｢恵与効果｣を上回ると
ころでは, W'(府)<oとなり過剰参入が生じ,逆に,下回るところでは,
W'(N)>oとなり,過少参入が生ずると結論し得る｡ (図-1参照).
5)効用と社会的費用に関わる｢活動｣の1変数のみによる二人ゲーム(two-per-
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son game)による定式化として, Miceli-Segerson [10]参照｡
6) Tietenberg, op. cit., (p. 307)参照｡
7)上の期待責任は,参入企業の参入自体の限界費用とみなすことができる｡
8)以下を通じて,すべての企業の期待利潤が正となるものとする｡
9)一般には成立し得ない.成立するときの条件について, Shavell, op.cit.,参照o
10)かかる仮定は, Mankiw-Whinston, op.cit.,に負うo
結びにかえて
発生源を一点に特定し得るタイプの環境汚染については,直接規制や取
引可能排出許可を通じた料金システムの適用によって,汚染低減化が少く
とも理論的には可能になってきた｡しかしながら,発生源が広域化,複合
化するタイプの環境汚染に対しては,上の汚染低減化の手続きは,その適
周が著しく難しいものとなる｡汚染容疑者の排出,防止努力の水準が観察
不能であったり,あるいは,部分的にしか観察し得ない汚染物質量から,
排出,防止努力の全体水準を推測することが不可能であったりするからで
ある｡
とりわけ,観察結果から汚染者の行動を推測し得ない理由として2点が
挙げられる｡第1に,防止努力水準が把握できたとしても,それが環境の
質的改善にもたらす効果が様々な不確定要因に依存するため,排出量と汚
染度の間に一対一の対応関係を兄い出し得ない点が挙げられ,次いで,複
数汚染源からの排出によって複合汚染が生まれ,そこでの因果関係がその
分割不能性の故に個々の汚染源まで遡り得ない点が挙げられる｡かかる現
象は,法的に言えば共同不法行為のそれに対応し,したがって,その抑止,
損害救済には不法行為法の適用が示唆されてくる｡特に,損害救済の観点
から示唆されてくるのが複数加害者に対する連帯責任制の通用であった｡
加害企業群の生産活動水準が分割可能な結合費用としての損害をもたら
し,他方で,企業が行なう防止努力が損害発生確率と損害規模を低減させ
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得る情況の下で,それでもなお,不確定要因が作用し損害規模が｢状況｣
に依存し,確定し得ないという想定がなされた｡
まず,損害に対する填補責任が加害企業に適用されるところでの加害企
業と被害者の間での損害危険の分担のあり方が,両当事の危険に対する態
度に依存することをみた｡両当事者が危険回避的であるところでは,損害
の共同負担すなわち分担化が,そして,また,加害企業が危険中立的であ
るところでは,危険負担は専ら加害企業側に帰し,事後の実損額の完全填
補が,それぞれ社会的最適を満たす最善解であった｡また,加害企業の防
止水準の選択を企業に委ねざるを得ない情況の下では,最適危険分担ルー
ルは,企業の防止水準の効率的選択を促がす誘因項を含んだ形をとること
が確かめられた｡
次に,損害をもたらす加害企業に連帯責任制が適用されるところで,危
険中立的企業が導くNash均衡が社会的最適を満たす効率的危険配分を達
成し得る可能性をみた｡最後に,連帯責任を負う危険中立的な加害企業が
独占的競争者として行動する市場において,結合費用が何ら発生しない情
況において一般的な過剰参入が,防止努力を通じて緩和され,逆に,過少
参入が結果する可能性が示唆された｡
以上の議論の中-保険を導入する試みは,興味深い一つの発展化の方向
であろう｡
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